テーマ別分科会：第Ⅴ－②分科会

記録者名前：池上　　剛（岡山県本部）

参加者人数：17日午後　92人／18日午前　92人

	プログラム
	17日(金)13：05～14：00

　問題提起「わたしのまちのＣＯ２チェック～地域で温暖化対策に取り組むために」

　　　　　　　　　　　増原　直樹（環境自治体会議環境政策研究所研究員）

	記　　　録
	　環境自治体会議の取り組み、自治体政策の環境化、持続可能化を支援する環境自治体会議の取り組みについて説明がなされた。その中で、環境自治体会議に参加している自治体は、共通目標の設定と測定指標に賛同して参加し、わたしのまちのエコチェック（自治体環境診断）を取り組み、公表されている。

　昨年、法改正がなされ、自治体の事務レベルの中で温暖化対策計画をたてて進めることとなっており、また、環境省がガイドラインを策定し、それに沿って進めることとなっている。しかし約半数の自治体で策定できていないのが現状であり、地域全体というのはなかなか難しい状況となっている。

　日本全体の排出量の部門別内訳について【産業４割、民生（業務＋家庭）３割、運輸２割、その他（エネルギー転換部門6.1％等）】を使用するとおおむねの現状が把握できる。１人あたりの排出量は約10トンであるが、環境自治体白書で全自治体の排出量が記載されている。2008年度版では、削減量についてもヒントが記載されているが、このデータ集がないとなかなか把握できないのが現状である。

　事例を用いて（愛知県豊田市、東京都千代田区、大阪府豊中市）により、状況、対策について説明がなされた。

　自分の生活を行っていく上で、環境に負荷を与えないことが、今求められているし、グリーンニューディール政策を流行で終わらせることなく進めていかなくてはならない。

	プログラム
	14：00～14：30

　事例報告「北海道議会『温暖化防止条例』に関する民主党議員提案」

　　　　　　　　　　　星野　高志（北海道議会議員）

	記　　　録
	　北海道議会では、サミットに先駆け、条例を作るべきと議会質問を行ったが、知事は環境アピールで行うと否定的であり、議会で作ることとなった。世論を巻き込んで、道民がどう思っているのかのアンケートからスタートし、各業界との意見交換等をし、条例策定にこぎつけた。

　この条例は４つの主体（北海道・事業者・道民・観光旅行者）で構成されているが、北海道は、ＣＯ２排出量を把握しておらず、地球温暖化対策推進計画を策定し、ガイドラインを策定することを議会から促した。

　また、事業者には、ＣＯ２を大量に排出する事業者を特定し、削減計画・実績を出させ、温暖化対策を頑張った企業に対しては、条例で公開するようにした。

　北海道の各自治体でこの条例より、ハードルが高い条例を作った場合は、適用除外となるようになっているが、条例には、数値目標が盛り込まれていないし、知事による認定と顕彰が盛り込まれていない。

（フロアー・助言者の意見）

　自分のまちのＣＯ２がわからないのに減らすのにどうしたらよいか、できるわけがなく実効性があるものになっていない。結果、15年くらい空回りしていたが、外国に押されて、少しずつであるが進み出しているが今後の課題である。

　太陽光発電については、現在、設置すると損をするが、損をしないようにすると爆発的に普及する。

	プログラム
	14：40～16：45

「レポート発表とフロアー討議」

　　①　「地域再生の特効薬「エネルギーの地産地消』」
　　　　　　北海道本部／別海町職員組合
　　②　「北広島町のエコプロジェクト」

　　　　　　広島県本部／北広島町職員労働組合　沼田　真路
　　③　「地球温暖化対策に原発は有効か？　～『原発はクリーンエネルギー』というまやかし～」
　　　　　　岡山県本部／脱原発専門委員会・委員長　平岡　正宏
　　助言者：増原　直樹（環境自治体会議環境政策研究所研究員）

　　　　　　須田　春海（市民運動全国センター世話人代表）

	記　　　録
	①　バイオガスプラントを作成し、糞尿をバイオガスエネルギーにし、生産から加工、販売までの産業創出をして、付加価値を構築し、資源循環型の安定的な酪農、漁業の振興を推進し、これにより、資源循環型酪農の確立と環境にやさしく、安心して住めるまちづくりを行っている。

　　このバイオガスはメタン純度が低く、利用方法はごく狭い範囲に限られている。国内では、バイオマスガスプラントの普及が進んでいない。都市ガス基準と同程度にすることにより普及できる。バイオガスプラントによりＣＯ２削減効果が見込めるし、地域の財産として知名度が上がる。今後は、インフラ整備と具体的な取り組みの構築を展開していく。

（フロアー・助言者の意見）

　　ランニングコストがかかり過ぎて苦労すると思うが現状を教えてほしい。（答＝農家からは１ｔ500円の処分費をもらっているが足りていない。しかし、乳業工場が３つあり、ここからは１ｔ15,000円もらっており運営が賄うことができている。この料金でも需要がある。）

　　近隣自治体に与えた影響は？（答＝基幹産業が酪農であっても、乳業工場が３つもあるところはないので、条件が合わない。）

　　エネルギーを使っていく上で財と肥料の購入による財の流出を考えると、町財政にも跳ね返ると思うので検討していったらよいと思う。

②　北広島町では、ＮＰＯが主体となって、バイオディーゼルの生産を行っている。バイオディーゼルの生産・販売の他に、食用油の原料となる菜種栽培を設立当初から一貫して継続し、行っている。燃料の転換装置は住民に菜の花応援団として、寄付を募り、購入した経緯があり、全国でも珍しい事例となっている。

　　地域経済に直結させるため、菜の花を田んぼにすきこむことにより、ブランド化を展開した。また、農機具についてもバイオディーゼルを使用している。

　　また、地域の運動を小学生時に学び、実践することにより、実践的な活動となっている。

　　このローカルエネルギーの発想の矛先は、温暖化に起因する世界的深刻さを増す極めて大きな問題に直結している。この活動を実践している住民の活力は大いに評価されるべきである。

（フロアー・助言者の意見）

　　1993年菜の花プロジェクトが始まったが、北広島町でどのくらいの菜の花、ブランド米を生産して、どのくらい地域に貢献できているのかが判ればもっとよかったのではと思う。

　　装置に住民の寄付があったが、その寄付した人の今の関わりは？　菜の花プロジェクトで燃料を作っていることが割に合わないと思うが改善はどうなっているのか？　改善すべき課題があると思うし、法律等の壁があると思うので、次の自治研までに問題点を取りまとめて、運動をしてもよいと思う。

③　ＣＯ２の排出量が少ないという原子力発電の利点に注目が集まっているが、発電中は発していないが、燃料のウラン採掘、施設建設、運転中ではＣＯ２を必然的に

	
	　排出しており、また、同じ容量の火力発電を同時に建設する二重投資にもなっている。発電時にＣＯ２を出さないというのには無理がある。また、原発から発生する放射性廃棄物は、万が一事故が起こると、世界規模での環境破壊を起こしかねない。

　　岡山では、1980年代から脱原発運動を進めてきているが、高レベル放射性廃棄物の地層処分に関連して、地域で怪しい動きがあったため、地域を放射能から守りたいという素朴な願いから、現在も運動が継続されている。

　　ＮＵＭＯの処分公募に抗して、県内全ての自治体の首長から高レベル放射性廃棄物の持ち込み拒否回答を得ている。また、2007年２月に「岡山で話そうや！原発のごみ・全国交流集会―高レベル放射性廃棄物の地層処分」を開催し、安全性が確認できていない高レベル放射性廃棄物を地層処分させない運動の全国展開を確認することができた。

　　低レベル放射性廃棄物については、法改正がなされ、処分できることとなっている。岡山県鏡野町に人形峠環境技術センターがあり、現在、電源立地交付金が年間７億円が出ているが、2009年で打ち切られるため、町は、財源確保のため、受け入れを検討している。県平和センター等は、県知事に対し、申し入れを行った。知事は、受け入れるつもりはないと回答した。

　　今まで行ってきた運動は、自治労だけの運動ではなく、広く市民運動の一翼を担うという意識で運動をしてきたと認識している。現時点でも使用済核燃料の最終処分地が決定していない原子力発電は、本当にクリーンとはいえない。自治労本部と脱原発ネットワークと各県本部及び地域が連帯して、地層処分反対運動に取り組むことが必要。

（フロアー・助言者の意見）

　　脱原発ネットワークアドバイザーであるが、もう一度歩みを始めている。自治労産別ネットに新たに加えている。原子力政策を変えるターニングポイントに達している。

　　新潟では、柏崎原発があるが、県知事が運転稼働を求めるなど、動きが活発化してきている。運転再開反対集会等も行っている。国がまやかしの判断で運転再開を進めている。全国各地域から声を出していかなければいけない。原発が動かなければＣＯ２が増えるという状況が生じるので、注意をして運動しないといけない。

	プログラム
	16：45～16：55

「まとめ」

	記　　　録
	（須田春海さん）

　原発も温暖化もない世の中にしないといけない。新しい原発は無理だろうが、古いものを作り直しは考えられる。グリーンニューディール政策を流行で終わらせることなく進めていかなくてはならない。今回、エネルギー政策でこういう議論ができたのは、15年前には考えられなく、驚きである。今後も発展していくと思う。

（増原直樹さん）

　過去に、自治労の委員会で自然エネルギー政策を議論したことがあるが、公営企業が民営化されることもあり、自治体がエネルギー政策を行う必要性について、今回レポートが上がり、議論がなされているんだと思っている。参加者が情報を共有できたらなと思う。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～12：00

　札幌市内フィールドワーク

	記　　　録
	（Ⅴ－①と合同で行った。）


良かった点、反省点など

	

	　現在、地球温暖化防止が叫ばれている状況であるので、参加者も想像以上に申し込みがあったし、分科会でも熱い報告、討議が行われたと思う。

　若干、時間配分に問題があったのかもしれないが、参加者、助言者のご協力により無事に終えることができたと思う。

	


全体の印象、感想

	

	　エコについては、今後も前進していく分野であるので、改善すべき課題があると思うし、法律等の壁があると思うので、次の自治研までに問題点を取りまとめて、省庁に交渉をするなどの、運動をしてもよいと思う。
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